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当事者間で合意された期間の性質 : 消滅時効期間
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法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 41(1119)
(１) 第166条








とを妨げない｡ ただし, 権利者は, その時効を更新するため, いつ
でも占有者の承認を求めることができる｡
(２) 第566条 (改正前)
１項 売買の目的物が地上権, 永小作権, 地役権, 留置権又は質権の目的
である場合において, 買主がこれを知らず, かつ, そのために契約
第１章 はじめに


















義務ヲ免ルモノトス｣ の有効性が争われた｡ 原審は, ｢時効期限ヲ短縮ス
ルコトハ啻ニ契約ノミナラス定款ヲ以テモ之ヲ為シ得ルモノナリ｣ として,

























３項 前二項の場合において, 契約の解除又は損害賠償の請求は, 買主が
事実を知った時から一年以内にしなければならない｡
(３) なかでも, 椿寿夫・三林宏編著『権利消滅期間の研究』(2006年, 信
山社) は, 外国法の概要に加え, 日本民法の期間に関する規定を網羅的に
分析したものである｡


























法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 43(1121)
(５) 芦野訓和 ｢除斥期間と近似の期間｣ 椿寿夫・三林宏編著『権利消滅期
間の研究』(信山社, 2006年) 133146頁において, 権利の存続期間に関す
る言及がみられる｡ そのほか, いわゆる権利消滅期間については同書にお
いて逐条的な検討がなされている｡
(６) 梅謙次郎『訂正増補民法要義巻之一』(有斐閣, 1984年, 明治44年版














































44(1122) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(７) 金山正信『民法総則』(ミネルヴァ書房, 1956年) 253頁｡
(８) 岡松参太郎『註釈 民法理由 上巻 総則編』(有斐閣, 訂正12版, 1899
年) 373374頁｡
(９) 中島玉吉『民法釈義巻之一』(金刺芳流堂, 1915年) 812813頁, 幾代
通『民法総則』(青林書院, 1984年) 548549頁｡
(10) 舟橋諄一『民法総則』(弘文堂, 第５版, 1955年) 171172頁｡
訴権消滅期間 (de forclusion) の区別についての議論があるフランス
法の状況 (主に2008年改正後の状況) について, 判例・学説を概観する｡
フランスにおいては古くから時効期間とそれに類似する期間に関する議論
が行われており, 2008年時効法改正の目的にも類似した期間の整理が挙
げられていた｡ そこで, 改正時にどのような議論がなされたのか, そして
改正によりどのようなすみわけがなされ, 両期間に関する合意はどのよう
に取り扱われているのかを見ていくこととする｡ 以下では, 第２章におい

















法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 45(1123)
(11) P. Catala, AVANT-PROJET DE REFORME DU DROIT DES
OBLIGATIONS (Articles 1101 1386 du Code civil) ET DU DROIT DE LA
PRESCRIPTION (Articles 2234 2281 du Code civil) p. 171 ; B. Fauvarque-
Cosson et J. , Commentaire de la loi du 17 juin 2008 portant 	











またある期間が私的秩序 (ordre 	) であるのかを説明していないとす
る｡ また, 債権者の懈怠に基礎を置く制裁 (sanction) の概念は一見した

































46(1124) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(12) A., Le chaos du droit de la prescription extinctive, inL.
Boyer, Toulouse, 1996, p. 130131.
(13) Ibid.
(14) Ibid.



























最後に制度について, その不明瞭さが極みに達し, それゆえ, 裁判所が
論
説
法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 47(1125)
(16) 具体的には, 改正前民法典1648条の短い期間《bref 》は予定期間
ではないが, 建物建築請負人の責任の10年の期間は予定期間であるとの説
明がなされている｡
(17) A. P. 14 janvier 1977, D. 1977, 89.
(18) 破毀院商事部1972年３月14日判決について破毀院商事部1991年10月10











取消 (rescision) 訴権の２年の期間について, 裁判所は裁判官の職権では
当該期間満了の効果を宣言できないと判断したことがあると指摘する｡ ま
た, 両期間は ｢訴権の提起に対しては一時的なるも, 抗弁の提起に対して



























48(1126) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(20) 双務契約の当事者については相互の給付の間に, 分割の当事者につい
てはそれぞれの取得分の間に, 不平等が存することにより被る損害を過剰








(22) フランス法の同法原則については, 香川崇 ｢消滅時効の起算点・停止
に関する基礎的考察―フランス法における『訴えることのできない者に対
して時効は進行しない (Contra non valentem agere non currit praescriptio)』




































(24) 裁判官による金銭債務の履行命令 (山口・前掲注(20) 291頁)
に関する規定の草案を担当した Malaurie が, カタラ草案の概要をまとめ
た報告書の中で言及している｡ すなわち, 時効に類似した期間として,
｢予定期間 (	
), 訴権消滅期間 (de forclusion), 保証期













際, 合目的性の基準 (		) および期間 (	) の根拠については次
のような理由で, 時効期間と予定期間を区別するには十分なものではない
とする｡ つまり, 前者については, 時効が取得または解放の手段であり,
予定期間が一般的に訴えのための期間 (訴権消滅期間に帰着し, かつては




















50(1128) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(25) Avant projet, supra note 11, p. 171172.
よって捨象されたとする｡ さらに, 予定期間は中断せず, また停止せず,
そして公序のためのものであるので, 裁判官によって職権で処理されなけ
ればならないとし, 合意による変更の対象とはなり得ないということを肯









条文案では, 訴権消滅期間 (すなわち予定期間) は, 異なる規定を除け
ば, 時効に関する規定の適用を受けない旨を民法典に明示することが提案









法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 51(1129)
(26) Rapport fait au nom de la commission des Lois constitutionnelles, de
	
, du suffrage universel, du 
et d’administration 

(1) sur la proposition de loi de M. Jean-Jacques HYEST portant	de la




(27) Recommandation n16 : poser le principe de la soumission des dits
de forclusion ouauquedits de prescription, tout en
conservant au cas par cas des .
すなわち, 今現在存在している予定期間のすべてを調査することは不可能














ものである｡ 報告者は, 一般報告において, これら期間の特色, 特定の困
難性, および時効期間との明確な区別の利益を強調していた｡ 委員会によ
り提案された規定は, 経過規定法 (droit transitoire) と消滅時効の中断の
うち裁判上の請求と強制執行についてのみ訴権消滅期間に適用があるとい




















52(1130) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(28) Rapport N83, 2 ｢	
que les de forclusion ne sont pas
soumis au 
	de la prescription extinctive, sauf dispositions contraires.｣
https://www.senat.fr/rap/l07083/l07083_mono.html
(29) 元老院第一読会では, 一方で訴権消滅期間と予定期間を ｢すなわち｣
で言い換えている場面もあれば, 他方で, このように訴権消滅期間と並列
して予定期間の語を用いるなど, 訴権消滅期間 (forclusion) の語の指す
内容が統一されていない｡






2220条は, ｢訴権消滅期間には, 法律による異なる (contraire) 規定がな


















法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 53(1131)
は訴権消滅期間に関するものは一切存在しなかったと指摘されている｡
(https://www.senat.fr/rap/l07083/l07083_mono.html)
(31) Rapport fait au nom de la commission des lois constitutionnelles, de la
et de l‘administrationde lasur la proposition de
loi ((N433), par le , portant de la prescription en







(34) C. Biguenet-Murel, Dictionnaire de la prescription civile, Editions Francis






































54(1132) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(35) Fauvarque-Cosson et 	, supra note 11, n
36, p. 2516.
(36) Rapport fait au nom de la commission des lois constitutionnelles, de la
	et de l‘administrationde lasur la proposition de
loi ((N
433), par le , portant de la prescription en
civile, par M. Blessig, .
http://www.assemblee-nationale.fr/13/rapports/r0847.asp
Fauvarque-Cosson et 	supra note 11, n
36, p. 2517.
(37) 2008年６月17日改正以前のフランス民法典の時効の規定を指す｡
(38) T. civ. Seine, 7e ch. 26 . 1929, Gaz. Pal. 1929, 1, p. 783, T. civ.
, 6 juill. 1954, Gaz. Pal. 1954. 2. p. 278, etc.
G. Baudry=Lacantinerie et A. Tissier, !"#"$#%!&'(et pratique de droit civil :
De la prescription, Paris, 1895, n
98, p. 67, G.Marty et P. Raynaud, Droit civil,
T. 2, Paris, 1962, n












以上を踏まえると, まず, 合意により定めることのできる最短期間 (１
年) は過度に短い期間を当事者間で定めることで, 事実上権利を行使する
機会を奪わないことを目的として定められたものであるといえる｡ 他方で,












法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 55(1133)
2008年フランス時効法改正以前の議論を中心に｣ を参照されたい｡
(39) Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 38, n65, p. 49.
(40) 起算点や時効の中断・停止, 期間を変更する合意があったとしても,
あらゆる訴権は債務が発生した後10年で時効にかかる｡
















































56(1134) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(44) Rapport fait au nom de la commission des Lois constitutionnelles, de
	
, du suffrage universel, du 
et d’administration 

(1) sur la proposition de loi de M. Jean-Jacques HYEST portant	de la
prescription en civile, Par M. Laurent , N83.
https://www.senat.fr/rap/l07083/l07083_mono.html.




























法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 57(1135)
(47) なお, (A. , Droit des obligations, LGDJ, 2017, 16e
	

, n863 p. 664665.) や (F. , Ph Simler et Y. Lequette,
Les obligations, Dalloz, 2019, 12e 	

, n1765 p. 1836.) の主要テキスト
や時効法について概要をまとめた Mignot (M. Mignot, Prescription




2004年11月２日, Ａ銀行がＢ会社に融資 (2006年９月30日まで) を行
い, Ｃを連帯保証人とした｡ Ａ銀行とＣとの契約においては, ｢融資の終
了の時から２年間, Ａ銀行はＣに対して訴えることができる｣ とされてお
り, 証書 (acte) は２年の期間は支払いの債務の名目で保証人に対して訴
えることを銀行に認めるために定められたものであることを明確にしてい
た｡ 2011年５月27日, Ａ銀行は保証契約に従い, Ｃの給与を差し押さえ







た｡ したがって, 当該手続きがまだ終わっていない結果, 保証人に対する
銀行の訴権は, ２年の合意された期間が中断されている間存在し続け, な
んら失権などの効果は生じていないというものであった｡ 原審の判断に対





たとして, 破毀申立てを行った｡ これに対し破毀院は, AC 間の合意は銀

















58(1136) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(48) Cass. Com., 26 jan. 2016, Bull. Civ.Ⅰ, n12, JurisData : 2016001206.
(49) 判決当時は1134条であったが, 2016年の改正により現在は1102条に引

























法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 59(1137)
(50) N. Balat,des clauses de forclusion, La semaine juridique entreprise







































60(1138) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)





この基準は, 実質的なものとは言い難いであろう｡ たとえば, 当事者が期
間を定める際に, ｢訴権｣ の語や ｢訴える｣ という語を用いれば2254条の
適用を避けることができ, そうでなければ同条の適用を受けることとなっ
てしまう｡ これでは法的安定性が確保されているとは言い難いのではない










法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 61(1139)
(53) Cass. 3e civ., 2 juin 2016, JurisData : 2016010657.
概要：Ｘ夫妻は2009年10月13日, Ｙに区分所有の形で面積 131,07m2の不
動産を売却した｡ しかし, Ｙが測量士 (	-expert) に依頼して測























Malaurie は, 単に訴権消滅期間は停止することなく, また, 合意により


















62(1140) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
原審は, 1965年７月10日の法律第46条に規定されている期間は, 期間の経
過により立法者が予定していた制裁として失権の効力が生じる訴権消滅期




(54) Laurent Leveneur, 
de forclusion ou de prescription : la qualification
est importante, CCC n10, 2016, comm.205, p. 45.
Leveneurは, 時効期間であるか権利行使期間 (forclusion) であるかによっ
て, 中断・停止の規定の適用の可否が変わってくるため, 両期間の区別を
考えることが重要であると指摘する｡ そして, 本判決において, 当該期間
が訴権消滅期間 (	de forclusion) であると判断されたとしてもそれは
決して驚くべきことではないとし, 今後の判例の蓄積を期待したいとする｡
(55) 主なものとしてet al. supra note 47, n1765 p. 1836 ; Ph. Malaurie,








Malaurie 自身も, 破毀院判決後, 当事者は合意によって訴権消滅の創出

























法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 63(1141)
(56) Malaurie et al. supra note 55, n1223.
(57) F.	
, La distinction desde prescription, butoir et de forclusion,
LPA, 2009, p. 34.
(https://hal.archives-ouvertes.fr/hal-01141901/document)
(58) 	
, supra note 57, p. 4.
(59) 	









































64(1142) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(60) Mignot, supra note 47, n
112.
(61) R. Cabrillac, Dictionnaire du vocabulaire juridique 2020, LexisNexis, 11e
., 2019, p. 265.

















法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 65(1143)














さないとする｡ 反対に, 消費法典では2008年以来, すべての規定について
裁判官が職権でこれを処理することができる｡ また, 民事訴訟法典は, 訴
訟不受理事由 (fins de non-recevoir) については職権による処理を定めて











（) Mignot は, 訴権消滅や失権は民事手続期間の制裁であると考え,
訴権消滅期間は民事手続期間を対象とするものと考えることができるとす
る｡ そして, 時効期間と訴権消滅期間を区別する最善の方法は, 期間の目
的 (objet des 



























66(1144) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(65) 	, supra note 57, p. 8.
(66) なお, 原則として, ある期間は時効であり, 法律上の性質決定がなけ
れば, その期間はやはり時効期間であるとしている｡ (Mignot supra note
47, n112.)

















間を区別すべきであるとしている｡ また, Mignot も時効期間と訴権消滅
期間を区別する最善の方法は, 期間の目的に基づく分類であるとするが,
その基準は, 権利・債権に関する期間であるか, もしくは, 裁判上の請求
やその他の行為を行う自由に関する期間であるとしており, ある期間が訴
権消滅期間であるのは, 迅速に法的関係を安定させることを目的としてい




法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 67(1145)
(68) P. Cagnoli, Cautionnement- La clause qui fixe un terme au droit d’agir du


institue un de forclusion, Lettre des 	col-
























































第４章 お わ り に
以上, 本稿では訴権消滅期間に関する合意についてフランスにおいてど
のように捉えられているのか, 2008年改正後における訴権消滅期間の合










法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 69(1147)
(69) M. Vasseur, 	
de prescription, de 		, RTD




































































72(1150) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)




Chapitre 1 : Introduction
Chapitre 2 : Sommaire du de forclusion
Chapitre 3 : De	sur	conventionnel dude forclusion
Chapitre 4 : Conclusion
Une part l’article 2254 du Code civil dispose queLade la prescrip-
tion peut 	ou par accord des parties. D’autre part,
l’article 2220 du Code civil dispose queLesde forclusion ne sont pas,
sauf dispositions contraires par la loi, par le 	titre. Si
on 	ensemble ces articles, les parties ne puissent pas de
de forclusion. Aussi au 	le rapporteur avait dit que les de
forclusion devaient avoir un point de	,par les lois qui
les ont	ou,	, par la jurisprudence, et ne sont susceptibles ni
de suspension ni 	contractuel.
Mais La Cour de cassation a admit sans doute possible la 	des
clauses de forclusion (Cass. Com., 26 janvier 2016, Bull. Civ.Ⅰ, n12.). Cet
	a dit seulementla clause qui fixe un terme au droit d’agir du
institue un de forclusion. Le fondement dont les parties peuvent
est incertain.
C’est ainsi que nous recherchont des 	
de la distinction ces .
